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2021年 5月 28日 

株式交付に係る事前開示書面 

 

東京都渋谷区桜丘町 26番 1号 

GMOインターネット株式会社 

代表取締役会長兼社長 

グループ代表 熊谷 正寿 

 

 当社は、2021年 5月 24日付で作成した株式交付計画書（以下「本株式交付計画書」とい

います。）に基づき、2021 年 6 月 21 日を効力発生日（以下「本効力発生日」といいま

す。）として、当社を株式交付親会社、株式会社 OMAKASE（以下「OMAKASE」といいま

す。）を株式交付子会社とする株式交付（以下「本株式交付」という。）を行うこととい

たしました。本株式交付に関し、会社法第 816 条の 2 第 1 項及び会社法施行規則第 213 条

の 2に定める事項は下記のとおりです。 

 

記 

 

1. 株式交付計画の内容（会社法第 816条の 2第 1項） 

 

 別紙 1のとおりです。 

 

2. 会社法第 774 条の 3 第 1 項第 2 号に掲げる事項についての定めが同条第 2 項に定める

要件を満たすと株式交付親会社が判断した理由（会社法施行規則第213条の2第1号） 

 

 当社は、本株式交付に際して譲り受ける OMAKASEの普通株式の数の下限を、246,069

株と定めております。 

 当社は、OMAKASEの 2021 年 5月 24日付の履歴事項全部証明書の記載から、OMAKASE

の普通株式の同日現在における発行済株式総数が 40 万株であること、OMAKASE は同日

現在において議決権のある種類株式を発行していないこと、及び、OMAKASE が発行し

ている新株予約権は第 1 回新株予約権のみであることを確認し、同履歴事項全部証明

書が同日現在の OMAKASE の発行済の株式及び新株予約権の状況を正確に反映している

こと、及び、同日から本効力発生日までの間に、株式、新株予約権、新株予約権付社

債その他 OMAKASE の株式に転換可能な権利の発行又は付与を行う予定はないことを

OMAKASEに確認いたしました。また、当社は、同日、OMAKASEの一部の株主（持株比率

の合計 90%以上）及び代表取締役を含む取締役 2 名（同日における同社の取締役の員

数は 3 名）との間で、本効力発生日までの間、株式、新株予約権、新株予約権付社債

その他 OMAKASE の株式に転換可能な権利の発行又は付与を OMAKASE をして行わせない



- 3 - 

ことを合意いたしました。さらに、当社は、同日、OMAKASE の第 1 回新株予約権の新

株予約権者は、OMAKASE と新株予約権者との間の割当契約の規定により、同日から本

効力発生日までの間に第 1 回新株予約権を行使することができないことを OMAKASE に

確認いたしました。なお、当社は、本株式交付により、同新株予約権の全てを取得す

る予定です。 

 以上から、当社は、本株式交付に際して譲り受ける OMAKASE の普通株式の数の下限

を 246,069 株とする定めが、会社法第 774 条の 3 第 2 項に定める要件を満たすと判断

いたしました。 

 

3. 会社法第 774 条の 3 第 1 項第 3 号から第 6 号までに掲げる事項についての定めの相当

性に関する事項（会社法施行規則第 213条の 2第 2号） 

 

 別紙 2のとおりです。 

 

4. 会社法第 774 条の 3 第 1 項第 8 号及び第 9 号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項（会社法施行規則第 213条の 2第 3号） 

 

 別紙 2のとおりです。 

 

5. 株式交付子会社に関する事項（会社法施行規則第 213条の 2第 4号） 

 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

 別紙 3のとおりです。 

 

(2) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

 該当事項はありません。 

 

6. 株式交付親会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則

第 213条の 2第 5号イ） 

 

 該当事項はありません。 

 

7. 本株式交付が効力を生ずる日以後における株式交付親会社の債務の履行の見込みに関
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する事項（会社法施行規則第 213条の 2第 6号） 

 

 本株式交付は、会社法第 816 条の 8 第 1 項の適用を受けないため、該当事項はあり

ません。 

以 上 



別紙 1 

 

株式交付計画の内容 

 

 

株式交付計画書 

 

 GMO インターネット株式会社（以下「甲」という。）は、甲を株式交付親会社、株式会

社 OMAKASE（以下「乙」という。）を株式交付子会社とする株式交付（以下「本株式交

付」という。）を行うに当たり、次のとおり株式交付計画（以下「本計画」という。）を

作成する。 

 

第 1条 （株式交付子会社の商号及び住所） 

乙の商号及び住所は、次のとおりである。 

商号：株式会社 OMAKASE 

住所：東京都港区六本木四丁目 12番 8号 4C 

 

第 2条 （株式交付親会社が本株式交付に際して譲り受ける株式交付子会社の株式の数の

下限） 

甲が本株式交付に際して譲り受ける乙の普通株式の数の下限は、246,069株とする。 

 

第 3条 （本株式交付に際して株式交付子会社の株式の譲渡人に対して交付する株式及び

金銭並びにそれらの割当て） 

1. 甲は、本株式交付に際して、乙の普通株式の譲渡人に対して、当該普通株式の対価と

して、①その譲渡する乙の普通株式の合計数に 3.677 を乗じて得た数の甲の普通株式、

及び、②同合計数に金 371円を乗じて得た額と同額の金銭を交付する。 

2. 甲は、本株式交付に際して、乙の普通株式の譲渡人に対して、その譲渡する乙の普通

株式 1株につき、①甲の普通株式 3.677株及び②金 371円の金銭を割り当てる。 

 

第 4条 （株式交付親会社が本株式交付に際して株式交付子会社の株式と併せて譲り受け

る新株予約権の内容及び数又はその算定方法） 

1. 甲は、本株式交付に際して、乙の第 1回新株予約権の総数である 350.8個を譲り受ける

ものとする。 

2. 乙の第 1回新株予約権の内容は別紙のとおりである。 

 

第 5条 （本株式交付に際して株式交付子会社の新株予約権の譲渡人に対して交付する株

式及び金銭並びにそれらの割当て） 

1. 甲は、本株式交付に際して、乙の第 1 回新株予約権の譲渡人に対して、当該新株予約

権の対価として、①その譲渡する乙の新株予約権の合計数に 331.208 を乗じて得た数
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の甲の普通株式、及び、②同合計数に金 33,395 円を乗じて得た額と同額の金銭を交付

する。 

2. 甲は、本株式交付に際して、乙の第 1 回新株予約権の譲渡人に対して、その譲渡する

乙の新株予約権 1 個につき、①甲の普通株式 331.208 株及び②金 33,395 円の金銭を割

り当てる。 

 

第 6条 （株式交付親会社の資本金及び準備金の額） 

本株式交付により甲の資本金及び準備金の額は増加しないものとする。 

 

第 7条 （株式交付子会社の株式及び新株予約権の譲渡しの申込みの期日） 

乙の普通株式及び第 1回新株予約権の譲渡しの申込みの期日は、2021年 6月 18日とす

る。 

 

第 8条 （本株式交付がその効力を生ずる日） 

本株式交付が効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2021年 6月 21日と

する。但し、本株式交付の手続進行上の必要性その他の事由により必要がある場合に

は、甲は、これを変更することができる。 

 

第 9条 （本計画の変更及び本株式交付の中止） 

本計画作成日から効力発生日までの間において、本株式交付の実行に重大な支障とな

る事象が生じたこと等により本株式交付の目的を達成することが困難となった場合に

は、甲は、本計画の内容を変更し又は本株式交付を中止することができる。 

 

第 10条 （規定外事項） 

本計画に定める事項のほか、本株式交付に関する事項は、本株式交付の趣旨に従っ

て、甲がこれを決定する。 

 

 

2021年 5月 24日 

 

東京都渋谷区桜丘町 26番 1号 

GMOインターネット株式会社 

代表取締役会長兼社長  

グループ代表     熊谷 正寿 
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別紙 第 1回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称および数 

名称 第 1回新株予約権 

数 350.8個 

 新株予約権 1 個当たりの目的たる株式の数(以下「割当株式数」という。)は，当社

普通株式 1 株とする。ただし，後記 2.に定める付与株式数の調整を行った場合は，同

様の調整を行う。 

 

2. 新株予約権の目的である株式の種類および数 

 当社普通株式とし，その数(以下「付与株式数」という。)は，1株とする。 

 ただし，当社が，本議案の決議日(以下「決議日」という。)後，株式分割または株

式併合を行う場合，次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。また，

決議日後，当社が資本金の額の減少を行う場合等，付与株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは，資本金の額の減少等の条件等を勘案の上，合理的な

範囲で付与株式数を調整する。 

 なお，かかる調整は，新株予約権のうち，当該時点において行使されていない新株

予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ，調整の結果生じる 1 株未満の株式

についてはこれを切り捨てるものとする。 

 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 

3. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 新株予約権 1 個当たりの行使時における払込金額は，新株予約権の行使により発行

または移転する当社普通株式 1 株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に割

当株式数を乗じた金額とし，発行当初の行使価額は新株予約権 1 個当たり金 114,920

円とする。 

 なお，新株予約権発行後，当社が株式分割，株式併合を行う場合は，次の算式によ

り行使価額を調整し，調整により生ずる 1円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

株式分割または株式併合の比率 

 

 また，割当日後，行使価額を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う

場合等，行使価額を調整することが適切な場合は，当社は，次の算式により行使価額

を調整し，調整により生ずる 1円未満の端数は切り上げる。 
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調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 

新規発行株式数 

または処分株式数 
× 

1株当たりの払込金額 

または処分価額 

1株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 

 

 上記算式において「既発行株式数」とは，当社の発行済株式総数から当社が保有す

る自己株式数を控除した数とする。さらに，決議日後，当社が資本金の額の減少を行

う場合等，付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは，資本金

の額の減少等の条件等を勘案の上，合理的な範囲で行使価額を調整する。 

 

4. 新株予約権を行使することができる期間 

 令和 2 年 11 月 30 日から令和 10 年 11 月 29 日まで(行使期間の最終日が会社の営業

日でない日に当たる場合は，その直前営業日が最終日となる。)。 

 

5. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備

金に関する事項 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は，会社

計算規則第 17条第 1項に従い算出される資本金等増加限度額の 2分の 1の金額とし，

計算の結果 1円未満の端数が生じたときは，その端数を切り上げる。 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は，

上記の資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

6. 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 新株予約権者は，新株予約権を第三者に譲渡することはできず，また，いかなる理

由であれ，担保権の対象とすることはできない。 

 

7. 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は，その行使時において，当社の役員，当社の従業員または当社が

承認する社外の協力者の地位にあることを要する。ただし，定年退職，社命によ

る他社への転籍，その他当社が認める正当な理由がある場合にはこの限りではな

い。 

② 新株予約権者が死亡した場合は，相続人がその権利を行使することができるもの

とする。 

③ 新株予約権者は，租税特別措置法第 29 条の 2 第 1 項第 6 号の規定に従い，新株

予約権の行使により取得する当社の株式を当社が指定する証券業者等の営業所又

は事務所に保管の委託又は管理等信託を行う。なお，かかる証券業者について

は，追って当社より新株予約権者に通知する。 
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④ その他の条件については，新株予約権にかかる契約に定めるところによる。 

 

8. 新株予約権の取得事由 

① 新株予約権者が前記 7.に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使

できなくなった場合，または新株予約権の全部または一部を放棄した場合は，当

社は当該新株予約権を無償で取得することができる。 

② 新株予約権者が権利行使する前に禁錮以上の刑に処せられた場合，当社は，当該

新株予約権者が有する新株予約権全部を無償で取得することができる。 

③ 新株予約権者が新株予約権割当契約の規定に違反した場合，当社は当該新株予約

権者が有する新株予約権全部を無償で取得することができる。 

④ 新株予約権割当契約の規定に基づき新株予約権が失効した場合，当社は当該新株

予約権者が有する新株予約権全部を無償で取得することができる。 

 

9. 新株予約権の行使により発生する端数の切捨て 

 新株予約権の行使により発行または交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある

場合には，これを切り捨てるものとする。 

 

10. 新株予約権と引換えに払い込む金銭 

新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しないものとする。 

 

11. 募集新株予約権を割り当てる日 

令和 2年 11月 30日 
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別紙 2 

 

会社法第 774条の 3第 1項第 3号から第 6号までに掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項、並びに、会社法第 774条の 3第 1項第 8号及び第 9号に掲げる事項について

の定めの相当性に関する事項 

 

1. 本株式交付に係る割当ての内容（株式交付比率） 

 

① OMAKASEの株式に係る割当て 

 

 当社は、OMAKASE の普通株式 1 株に対して、当社の普通株式 3.677 株及び 371 円を

割当て交付いたします。なお、当社が本株式交付により OMAKASE の株式及び新株予約

権に係る割当てとして交付する当社の普通株式には、当社が保有する自己株式

1,029,166株を充当する予定であり、新株式の発行は行いません。 

 当社が譲り受ける OMAKASEの普通株式の数の下限は、246,069株とします。 

 本株式交付に伴い 1 株に満たない端数が生じた場合には、会社法第 234 条の規定に

より、その端数の合計数（その合計数に 1 に満たない端数がある場合は切り捨てるも

のとします。）に相当する当社の普通株式を売却し、その端数に応じてその代金を当

該株主に交付いたします。 

 

② OMAKASEの新株予約権に係る割当て 

 

 本株式交付に際し、当社は、OMAKASE の普通株式と併せて OMAKASE の第 1 回新株予

約権を譲り受けることとし、当該新株予約権の内容及び株式交付比率を踏まえ、当該

新株予約権の譲渡人に対し、その保有する第 1 回新株予約権 1 個に対して、当社の普

通株式 331.208株及び 33,395円を割当て交付いたします。なお、OMAKASEは、第 1 回

新株予約権以外の新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 本株式交付に伴い１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第 234 条の規定に

より、その端数の合計数（その合計数に１に満たない端数がある場合は切り捨てるも

のとします。）に相当する当社の普通株式を売却し、その端数に応じてその代金を当

該新株予約権者に交付いたします。 

 なお、会社法上、株式交付親会社が譲り受ける株式交付子会社の新株予約権の数の

下限に関する規定はございませんので、当社は、当社が譲り受ける OMAKASE の第 1 回

新株予約権の数の下限を設けておりません。 

 

 なお、OMAKASEの第 1回新株予約権の個数は 350.8個、OMAKASEの第１回新株予約権

1個当たりの目的である OMAKASEの普通株式の数は 100株です。OMAKASEの発行済株式
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総数（400,000 株）と OMAKASE の第１回新株予約権の目的である OMAKASE の普通株式

の総数（35,080株）の合計数は、435,080株です。 

 

2. 本株式交付に係る割当ての内容の根拠等 

 

(1) 割当ての内容の根拠及び理由 

 

① OMAKASEの株式に係る割当て 

 

 当社は、本株式交付に用いられる株式交付比率の検討に際し、その公平性・妥当性

を確保するため、当社及び OMAKASE から独立した株式会社 KPMG FAS（以下「KPMG 

FAS」といいます。）を第三者算定機関として選定し、2021 年 5 月 21日付で、本株式

交付に係る株式交付比率算定報告書を取得いたしました。当社は、当社及び OMAKASE

から独立した第三者算定機関である KPMG FASから提出を受けた OMAKASEの株式に係る

株式交付比率の算定結果、及び、両社の財務の状況、資産の状況、将来の事業活動の

見通し等の要因を総合的に勘案し、検討を重ねた結果、最終的に、上記 1.①

「OMAKASE の株式に係る割当て」記載の株式交付比率が、KPMG FAS が算定した株式交

付比率レンジ内であり、株主の利益を損ねるものではなく、妥当であるとの判断に至

りました。 

 なお、この株式交付比率は、算定の基礎となる諸条件について重要な変更が生じた

場合、当社並びに OMAKASE の株主及び新株予約権者との間の協議により変更すること

があります。 

 

② OMAKASEの新株予約権に係る割当て 

 

 当社は、本株式交付に用いられる株式交付比率の検討に際し、その公平性・妥当性

を確保するため、当社及び OMAKASEから独立した KPMG FASを第三者算定機関として選

定し、2021 年 5 月 21 日付で、本株式交付に係る株式交付比率算定書を取得いたしま

した。当社は、当社及び OMAKASEから独立した第三者算定機関である KPMG FASから提

出を受けた OMAKASE の新株予約権に係る株式交付比率の算定結果、及び、両社の財務

の状況、資産の状況、将来の事業活動の見通し等の要因を総合的に勘案し、検討を重

ねた結果、最終的に、上記 1.②「OMAKASE の新株予約権に係る割当て」記載の株式交

付比率が、KPMG FASが算定した株式交付比率レンジ内であり、株主の利益を損ねるも

のではなく、妥当であるとの判断に至りました。 

 なお、この株式交付比率は、算定の基礎となる諸条件について重要な変更が生じた

場合、当社並びに OMAKASE の株主及び新株予約権者との間の協議により変更すること

があります。 
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(2) 算定に関する事項 

 

① 算定機関との関係 

 

 KPMG FASは、当社及び OMAKASEの関連当事者には該当せず、本株式交付に関して記

載すべき重要な利害関係は有しておりません。 

 

② 算定の概要 

 KPMG FASは、当社については、当社の普通株式が東京証券取引所市場第一部に上場

しており、市場株価が存在し取引市場での流動性も高いことから、本株式交付の対価

としてその株式価値を評価する場合、市場株価法により十分に適正な結果が得られる

と判断したため、市場株価法を採用して算定を行いました。OMAKASE については非上

場会社であることを勘案し、将来の事業活動の状況を評価に反映するためにディスカ

ウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「DCF 法」といいます。）を採用して算定

を行いました。 

 当社の普通株式 1 株当たりの株式価値を 1 とした場合の、OMAKASE の普通株式 1 株

及び第１回新株予約権 1 個に対する株式交付比率の算定結果は以下のとおりです。な

お、第１回新株予約権 1 個当たりの目的である OMAKASE の普通株式の数は 100 株で

す。 

 株式交付比率の算定結果 

普通株式 2.80 ～ 4.30 

第１回新株予約権 244.49 ～ 393.46 

 市場株価法においては、2021 年 5 月 21 日を算定基準日として、当社の東京証券取

引所市場第一部における算定基準日の終値、直近 1 か月間、3 か月間及び 6 か月間の

株価終値の単純平均値を基に、同社の株式価値を分析しております。 

 DCF法においては、OMAKASEから提供を受けた 2022年 3月期から 2025年 3月期まで

の事業計画に基づき、OMAKASE が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フ

ローを一定の割引率で現在価値に割り引いて OMAKASE の株式価値を分析しておりま

す。OMAKASE の事業ステージに鑑み、計画期間におけるフリー・キャッシュ・フロー

の現在価値については、ベンチャーキャピタルによるポートフォリオ企業への投資に

対する要求リターン（以下「VCリターン」といいます。）を参照し、割引率を 25％～

35％として算定しています。計画期間以降の継続価値については、永続成長率法を採

用し、評価時点において想定可能な計画期間以降の事業成長の水準を踏まえ、永続成

長率を 0％として算定しています。また、VC リターンは一定期間でエグジットするこ

とを前提にサバイバルリスクが含まれている一方、当該リスクが永続することはな

く、また事業ステージが進むことにより事業リスクも低減していくため、計画期間以
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降のフリー・キャッシュ・フローの現在価値については割引率を 10.5％～12.5％とし

て算定しております。第１回新株予約権については、算定された 1 株当たり普通株式

価値を原資産価格とし、満期までの期間を 3.8 年、ボラティリティを 40％～60％、リ

スクフリーレートをマイナス 0.1％、予想配当利回りを 0.0％としてブラック・ショー

ルズ・モデルに基づき分析を行っております。この結果をもとに当社の市場株価法を

用いた評価結果との比較に基づく株式交付比率のレンジを、普通株式１株に対して

2.80～4.30、第 1 回新株予約権 1 個に対して 244.49～393.46 として算定しておりま

す。 

 KPMG FASは、株式交付比率の算定に際して、当社及び OMAKASEから提供を受けた情

報並びに一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの資

料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであること、株式交付比率の算定に重大な

影響を与える可能性がある事実で KPMG FASに対して未開示の事実はないこと等を前提

としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、当

社及び OMAKASE の資産及び負債（偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及

び各負債の分析及び評価を含め、独自の評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者

機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えて算定において参照した

OMAKASEの事業計画に関する情報については、OMAKASEの経営陣により現時点で得られ

る最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としております。KPMG 

FASの分析結果は、2021年 5月 21日現在までの情報及び経済情勢を反映したものであ

ります。 

 DCF 法の算定の基礎となる OMAKASE の事業計画については、今後の事業拡大による

大幅な増益が見込まれている事業年度が含まれております。なお、当該事業計画は、

本株式交付の実施を前提としておりません。また、KPMG FASによる株式交付比率の算

定結果は、本株式交付における株式交付比率の公正性について意見を表明するもので

はなく、当社は本株式交付における株式交付比率が当社の普通株主にとって財務的見

地から公正である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 

3. 当社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

 

 本株式交付に際して、当社の資本金及び準備金の額は変動しません。 
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別紙 3 

 

株式交付子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

 次頁以降をご参照ください。 















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 








